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4人の議員が、市政について市長に
質問しました。
録画映像はこちらからご覧いただけます。
なお、録画映像は本定例会終了後から
２年間の公開となっております。

市政を問う！
～代表質問から～

自由民主党

村松　叶啓  議員
むら まつ やす ひろ

「札幌市未来へつなぐ町内会ささえあい条
例」は、町内会の役割や重要性を皆で認識

し支えていくことで、暮らしやすいまちの実現に
寄与することを目的としています。本市が地域実
態を反映したまちづくりや地域生活に則した福祉
施策を進めるに当たっては、条例の趣旨を踏まえ
ながら町内会の意見を十分に聞いた上で、一層連
携して取り組みたいと考えています。

A

持続可能な財政運営を見据えた
今後の物価高騰への対応

Q 昨今の国際的な原材料価格、円安の影響
に伴い、国内の物価高騰を受けた市民お

よび市内事業者は、厳しい環境に置かれていま
す。国・地方が一丸となり対策を講じ、また、
物価高騰のあおりを受ける市民および市内事業
者への支援も引き続き迅速に取り組む必要があ
ります。財源の捻出方法など、持続可能な財政
運営を見据えながら、今後どのように物価高騰
に対応していきますか。

今後の持続可能な財政運営を踏まえると、
国による追加の財政措置は必要不可欠であ

るため、国の動向を見極めつつ、引き続き、あら
ゆる機会を通じて国に要望していきます。また、
市民・市内事業者の状況に応じて、実施すべき取
り組みを行いたいと考えています。

A

地域生活に則したまちづくりと
福祉施策の検討

Q 先の第３回定例会で可決した「札幌市未
来へつなぐ町内会ささえあい条例」の趣

旨に基づき、地域と行政が地域のまちづくりや
福祉施策を共に考え行動していくことができれ
ば、地域のつながりの大切さと町内会の必要性
が地域住民に改めて認識されると考えます。今
後、地域実態を反映したまちづくりや地域生活
に則した福祉施策を進めるに当たり、町内会と
の役割を整理しつつ、一層連携して取り組むべ
きと考えますが、いかがですか。

昨冬のような大雪であっても市民生活や経
済活動への影響を最小限に抑えるため、雪

堆積場や融雪施設を大雪時に有効活用し、排雪作
業の実施を適切なタイミングで判断することが必
要です。今冬に向け、これまで準備してきた大雪
対策をどのように実施していきますか。

Q
大雪対策の実施

昨冬の大雪を踏まえ、12月から１月上旬
に大雪が見込まれる際の排雪作業の前倒し

と強化、雪堆積場の増強などを柱とした大雪時の
対策を取りまとめました。この対策の実施に必要
な予算を措置したほか、国や北海道などとの連携
強化により、雪堆積場の確保や応援体制の確立な
ど万全に準備を進めています。今後、道路状況や
気象状況を的確に把握の上、対策の実施をちゅう
ちょなく判断し、除雪事業者と一体となって取り
組んでいきます。

A

昨冬の大雪時、本市は緊急的に「札幌市雪
害対策連絡会議」を立ち上げ、雪害対応の

総合調整を行いましたが、災害級の大雪に対応す
る本市の内部体制としては、十分ではなかったと
考えます。このため、令和４年11月の札幌市防
災会議で、除排雪体制の強化に加え、気象状況や
除排雪作業の進捗状況に応じた本市内部の配備体
制が札幌市地域防災計画（雪害対策編）に規定さ
れました。今冬、雪害対応における本市内部の配
備体制をどのように運用していきますか。

Q
雪害に対する札幌市内部の配備体制

しん ちょく

雪害の防止や解消に向けた道路除排雪作
業が必要となった場合は、「緊急除排雪

実施本部」を設置し、運搬排雪作業の前倒し
などの対策や除排雪体制の強化を実施します。

A

第4回 定例会

その他の議案および議決結果は、６ページに掲載しています。
意見書の全文は、市議会ホームページに掲載しています。

令和４年度の補正予算などに
ついて審議しました（11月29日～12月13日）

　令和４年第４回定例会では、令和４年度補正予算や札幌市個人情報の保護に関する法律施行条
例案などの議案74件、諮問１件、意見書４件が全会一致または賛成多数で可決されました。

　以下の経費など、全会計総額208億7,700
万円を増額する補正予算が可決されました。

札幌市個人情報の保護に関する法律施行条例案
　個人情報の保護に関する法律の一部改正に
より、令和５年４月１日から本市が保有する
個人情報の取り扱いについて同法の規定が適
用されることに伴い、個人情報の開示請求に
おける開示情報の範囲、開示決定などの期限
その他必要な事項を定めるものです。

可決された主な議案 ～補正予算案と条例案～
　令和４年度の補正予算案　 　　　　条　例　案　　　　

可決された主な意見書（概要）

国土強靱化に資する社会資本整備等に関する
意見書に関する意見書

意見書
意見書とは、市政の発展に必要な事柄の実現を要請するため、
市議会の意思を決定し、国会や政府に提出するものです。

　国会および政府に対し、国と地方の適切な役割分担の下、防災・減災、国土強靭
化に必要な予算を安定的かつ継続的に確保するため、以下の措置を講ずるよう強く
要望するものです。
①国土強靱化に資する社会資本の整備・管理が長期安定的に進められるよう、公共
事業関係予算の所要額を確保するとともに、地域の実態に鑑み予算を重点配分す
ること。

②「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を計画的に進めるために
必要な予算・財源を確保するとともに、継続的・安定的に国土強靱化の取り組み
を進めることが重要であることから、５か年加速化対策後も予算・財源を通常予
算とは別枠で確保し継続的に取り組むこと。

③維持管理に活用可能な交付金制度を創設するとともに、全ての管理施設の点検や
診断、補修、更新が交付対象となるよう採択要件を緩和するなど、地方負担の軽
減を図ること。

④冬期における円滑な交通確保のため、除排雪に必要な予算を確保するとともに、
老朽化が進行している除雪機械などの計画的な更新・増強が可能となるよう財政
支援を強化すること。

●出産・子育て応援推進費
●大通・創世交流拠点まちづくり推進費追加
●小学校運営管理費追加


